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［概要］ 
在宅死に関わる要因分析は、都道府県単位及び二次医療圏単位で実施されてきた。高齢化の進展により死
亡数の増大が見込まれる中、住民に身近な地域での看取りの重要性は高まってきている。本研究では、高齢
化の進展が急速に進む埼玉県を取り上げ、市町村別の地域での看取り（自宅死亡及び老人ホーム死亡）に影
響する要因分析を行うことを目的とした。また、地域での看取りに関する先進事例の調査を行い、地域で看
取りを実現していくための方策や課題を把握することを目的とした。 
地域での看取りに係る要因に関するデータ収集は終了しており、地域での看取りに関する2015年の人口動
態統計の公表結果を待って分析を行う予定である。また、次年度は、在宅死の割合が高い市町村や先進事例
等へのヒアリング調査や海外調査を予定している。 
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１．研究の背景 
わが国の将来推計人口では、平成36年には65歳以
上の高齢者が30％を超えるとされている。高齢化に
伴い、死亡者数の増大が見込まれ、病院以外の場所
（自宅および老人ホームでの死亡）での看取りの重
要性が高まってきており、進展する多死社会におい
て、市町村単位における看取りの体制を整備するこ
とが喫緊の課題となっている。 
これまでの在宅医療体制の整備は都道府県医療
計画において二次医療圏単位に進められてきてい
る。先行研究では看取りを左右する影響要因には、
老衰の死亡率が負の相関、病院・診療所病床数が正
の相関とする都道府県単位の分析結果1）や夫婦のみ
世帯数が負の効果をもつ、単身高齢者世帯比率は正
の効果をもつ、病床数は有意な効果をもたない、居
宅介護事業所は正の効果をもつ、診療所数は有意な
効果をもたないとする二次医療圏を単位とした分
析結果２）が報告されている。 
在宅での看取り実現には、住民に身近な市町村単
位での体制整備が必要と考えられるが、市町村単位
での分析を行った研究報告は見あたらない。 
『人生の最終章』となる生命の終焉を地域で看取
る支援システムの構築においては、生活者視点での
QOD(死の質：Quality of Death)を支える社会シス
テムの整備が重要と考えられることから、市町村単
位での在宅死の地域格差の要因を解明することは
重要課題と言える。 
 
２．目的 
本研究は、2025年に向かって急速な人口の高齢化
が予期されている埼玉県をフィールドに、市町村単
位において在宅死の地域格差を生じさせている要
因を明らかにすることを目的とした。 
 
３．方法  
「在宅死」とは、一般には自宅での死亡を指すが、
病院以外での死亡を「地域での看取り」として推進
されてきており、自宅での死亡だけではなく老人ホ
ームでも死亡も含めて捉えられている。このため、
本研究では、「自宅死亡」、「老人ホーム死亡」、
「自宅死亡＋老人ホーム死亡」を地域における看取
りの指標として取り上げ、これらに関わる要因との
相関分析を行う計画である。 
人口動態統計より市町村別の在宅死割合を把握
し、在宅死に関連する要因としては、地域特性、在
宅死に関連するサービス提供機関の状況等を取り
上げた。具体的には、市町村別の地域特性として、
人口密度、人口構造、世帯構造、住居の状況、世帯
収入などの項目を取り上げた。サービス提供機関の
状況としては、療養病床数、介護老人福祉施設定員
数、在宅療養支援施設数、訪問看護ステーション数
などの施設情報の他に、訪問診療件数、往診件数、
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訪問看護指示書交付件数、在宅看取り件数などのサ
ービス実施情報を取り上げた。 
使用する統計情報の年度は、人口動態統計は2015
年、国勢調査結果は2015年、医療施設調査は2014
年、住宅・土地基本調査は2013年である。 
 
４．進捗状況 
（１）今年度の活動内容 
①地域格差の要因に関する仮説 
 既存研究等を踏まえ、在宅死の地域格差に関わる
要因について、仮説を設定し、収集すべき既存統計
調査を決定した。 
②既存統計データの整備状況 
既存統計調査のうち、国勢調査結果、医療施設調
査結果、住宅・土地基本調査等については、市町村
別のデータの収集は完了し、人口対比の指数や割合
などの計算も終了している。地域での看取りの割合
については、2015年人口動態統計の公表を待って、
分析を行う予定である。 
③先進事例ヒアリング 
在宅死に関わる先進的な取り組みを行っている
事例を選定し、一部ヒアリング調査を行った。 
 
（２）今後の計画 
 地域での看取りの割合については、公表されてい
る最新データは2014年であるが、2015年のデータが
本年3月下旬に公表が予定されている。このため、
2015年のデータが公表され次第、分析予定である。 
 次年度は、①自宅死亡の割合が高い市町村や市町
村内で積極的な活動に取り組んでいる在宅療養支
援診療所や訪問看護ステーションを対象に、在宅死
への実施体制、取り組みの現状と課題、在宅死が高
い要因などのヒアリング調査、②地域での緩和ケア
介入や暮らしの中で人生の最期を看取る「ホームホ
スピス」を実践している地域などの先進的取り組み
を行っている地域や施設に出向き、在宅死および終
末期ケアの体制や自宅死が高い主な要因、在宅死へ
の取り組み姿勢などを関係者に聞き取る質的研究
を行うことを予定している。③また、海外における
在宅死に関わる社会システムのあり方や取り組み
に関する調査を予定している。 
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